



Influences of Public Opinion on the Application 








































の質問による調査は， 1994年， 1999年， 2004年にも実施されており， r場合
によっては死刑もやむを得なL、」と答えた者の割合は， 1994年に 73.8%ベ




















































































































































































































































































































































































































(17) 実際に EUはアメリカに対して薬物の輸出規制を実施している(朝日新聞 2012
年 5月 11日朝刊)。
(18) 以上のような日本政府による世論調査に対して，イギリス外務省などの助成を




















































(22) 育問雅之 r~刑法及び刑事訴訟法の一部を改正する法律J の概要J ジュリスト
1404号 (2010年)45頁参照。
(23) 吉田・前掲注(22)45頁参照。
















(28) 朝日新聞 2002年 10月 11日朝刊。




















(39) 原田・前掲注(1 ) 18頁。
(40) 小池信太郎「量刑における構成要件外結果の客観的範囲についてJ慶藤法学7
号 (2007年)84頁以下。


































(54) 団藤・前掲注(46)42頁以下。さらに，デイピッド・T・ジョンソン (DavidT. 
Johnson) r悶際比較から見た日本の刑罰」前掲注(51)79~参照。
(55) ジョンソン・前掲注(54)78頁。
(56) 内田・前掲注(26)8頁。
(57) 増田豊「脳科学の成果をめぐる自由意志論争と刑事責任〔続)J法律論叢79巻
6号 (2007年)22頁以下参照。
(58) 中国古代の王朝「周Jの罵去は，暴虐であって召公の諌言に耳をかさず，自分
をそしる国人を殺していったが ついに国人から叛かれて出奔したという(司馬
遷『史記』周本紀第四にきまづく。なお，訳は，司馬遜(小竹文火=小竹武夫訳)
『史記 I本紀JI(ちくま学芸文庫， 1995年)80頁以下によった)。
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